
装技計第１３４５４号

令和５年７月３１日

長 官 官 房 会 計 官

長官官房各装備開発官

長 官 官 房 艦 船 設 計 官 殿

プロジェクト管理部長

施 設 等 機 関 の 長

技術戦略部長

（公印省略）

試験基本計画書及び試験細部計画書の様式等について（通知）

標記について、防衛装備庁における装備品等研究開発実施要領について（装技計第

１１６５９号。令和５年６月２９日）別紙の第１０第１項の規定に基づき、別紙のと

おり定め、令和５年８月１日から適用することとしたので通知する。

なお、試験基本計画書及び試験細部計画書の様式等について（装技計第２３３号。

２７．１０．１）は、令和５年７月３１日をもって廃止する。

添付書類：別紙



別紙

試験基本計画書及び試験細部計画書の様式等について

１ 試験基本計画書の様式

防衛装備庁における装備品等研究開発実施要領について（装技計第１１６５９号。

令和５年６月２９日）（以下「研究開発実施要領」という。）別紙の第７第１３項の

規定に基づき長官官房装備官が作成する試験基本計画書は、付紙様式第１のとおり

とする。

２ 試験細部計画書の様式

研究開発実施要領別紙の第７第１４項の規定に基づき研究所長又は試験場長が作

成する試験細部計画書の様式は、付紙様式第２のとおりとする。本様式は、必要最

低限の共通項目を記載するもので、各試験固有の事項については適宜付紙の追加に

より対応するものとする。

なお、本試験細部計画書は、試験の実態が把握できるよう十分留意して作成する

ものとする。

３ 試験隊長の選定

⑴ 試験隊長は、原則として研究職３級以上の技官又は１尉以上の自衛官とするが、

やむを得ない場合は、研究職２級以上の技官又は２尉以上の自衛官とする。ただ

し、研究職２級の技官又は２尉の自衛官を試験隊長にする場合には、技術戦略部

技術計画官の担当班と事前に十分調整し、当該試験隊長が安全管理、試験実施に

関して十分熟知していると判断できる選定理由書を付紙様式第３を参考に所属長

名で作成し、当該試験細部計画書に添付して提出するものとする。また、試験隊

長は試験等安全管理者を兼務するものとする。

⑵ 前号に定めるもののほか、試験隊長の選定に関し必要な細部事項は、技術戦略

部技術計画官が定めるものとする。

４ 秘密等に関して

試験中に臨時に秘密等（秘密保全に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第３６号）

第２条第１項及び防衛装備庁における秘密保全に関する訓令（平成２７年防衛装備

庁訓令第２６号）第２条第１項に規定する「秘密」、特定秘密の保護に関する法律

（平成２５年法律第１０８号）第３条第１項に規定する「特定秘密」又は日米相互

防衛援助協定等に伴う秘密保護法（昭和２９年法律第１６６号）第１条第３項に規

定する「特別防衛秘密」をいう。）に関する保管場所等を設ける際には、付紙様式



第４及び付紙様式第５に示す記載例に沿って、保全管理事項を試験細部計画書に付

すものとする。

５ 大規模災害への対処

試験中に発生する地震、津波等の大規模災害への対処方針について、災害発生時

の連絡先、連絡方法、行動規範等、試験隊員の実際の行動を考慮した行動計画等を、

付紙様式第６に示す例にそって、試験細部計画書に付すものとする。この場合にお

いて、所属機関における災害対処要領及び試験実施場所における災害対処要領（避

難場所、避難経路、連絡先等）を踏まえた上で、試験中の大規模災害発生時の行動

計画を策定し、試験開始前に参加する試験隊員に対して、認識の共有と注意喚起を

図るものとする。また、試験隊は試験に参加している支援隊、技術支援の各会社と

協力し、人員の安全及び連絡態勢の維持に努めることとし、特に試験隊長は試験期

間中、隊員の行動を把握するとともに、試験隊員との連絡態勢の維持に努めること

とする。

６ 試験細部計画書の作成対象

研究開発実施要領別紙の第７第１４項の規定に基づき、研究所長又は試験場長が

所掌する装備品等の研究について試験を実施する場合における試験細部計画書の作

成対象は、所内試験の全件並びに野外試験を実施する特別研究、所内研究及び改善

研究とする。また、これらの試験等以外の試験に関する試験細部計画書作成の判断

については、事前に技術戦略部技術計画官の担当班と調整するものとする。

７ 変更手続

試験細部計画書は、試験隊長、実施内容（危険を伴う作業を含むもの）、実施期

間及び実施場所に変更が生じた場合は、速やかに、変更理由を付し変更後の試験細

部計画書を技術戦略部長、プロジェクト管理部長及び関係のある長官官房装備官に

送付するものとする。

なお、危険を伴う作業とは、防衛装備庁の職員の安全管理に関する訓令（平成２

７年防衛装備庁訓令第４号）第１１条第２項各号に規定するもののほか、研究所長

又は試験場長が危険と判断する作業とする。

８ その他

試験細部計画書の作成に際しては、関連部署、関係機関等との十分な調整を実施

し、審議を尽くすとともに、担当研究室（試験場にあっては担当班）が自ら起案を

行い一貫して所内の審議・指導を受けるものとする。



付紙様式第１



付紙様式第２



付紙様式第３



付紙様式第４



付紙様式第５



付紙様式第６


